
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 鹿児島県 長島町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
◎経常収支比率
　公債費負担比率の伸びに伴い類似団体平均を８．４％上回っているが，合併後の新町まちづくり計画等に基づき，職員定数の計画的削減（５年間で３１人）や地
方債の新規発行を伴う普通建設事業の抑制による公債費の縮減など経常経費の削減に努める。
◎人件費
　職員数や平均年齢が類似団体と比較して高いために，経常収支比率の人件費分がやや高くなっており，集中改革プランに掲げた取り組みの実施により改善を
図っていく。具体的には，新規採用の抑制による職員数の減（５年間で３１人削減）など行財政改革への取り組みを通じて人件費の削減に努める。
◎物件費
　物件費に係る経常収支比率が高くなっているのは，電算処理に係る業務数（６０業務），学校数（小学校１１校，中学校５校）が多いためである。今後，組織機構
改革や学校の統廃合等を進め，物件費の縮減に努めるものとする。
◎扶助費
　扶助費に係る経常収支比率が類似団体を大きく上回った要因としては，平成19年度より，本町は，福祉事務所を設置したことがある。それにより，単に類似団体
と比較することは困難になったといえるが，上昇傾向にならないよう今後更なる分析をするよう努める。
◎補助費等
　補助費その他に係る経常収支比率が類似団体を大幅に下回っているのは，国・県及びその他の団体に対する負担金等が主な要因である。今後とも，補助金の
交付に関する明確な基準を設けて，不適当な補助金は見直しや廃止を行う方針である。
◎公債費
　合併前において旧２町が遅れている社会基盤整備事業を積極的に地方債を活用したことに伴い，地方債残高が増加し，地方債の元利償還金が膨らんでおり，
公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を大幅に上回っている。今後については，財政健全化計画に基づき，交付税算入率の高いもののみを借り入れるとと
もに，地方債の新規発行を伴う普通建設事業の見直しや繰り延べを行うなど計画的な執行に努める。
◎その他
　その他に係る経常収支比率が類似団体平均を大幅に下回っているのは，公営企業会計への繰出金が主な要因である。今後，簡易水道事業会計や下水道事業
会計では老朽化に伴う維持管理費の増大，国民健康保険事業会計や介護保険事業会計では高齢化の進行に伴う繰出金の増加が見込まれるが，独立採算の原
則に基づく料金の値上げによる健全化，国民健康保険料の適正化を図ることなどにより，普通会計の負担額を増やさないように努める。
◎普通建設事業
　普通建設事業の人口１人当たり決算額は類似団体平均を大幅に上回っているが，これは長島町が四方を海に囲まれた地形により港（漁港１０港，港湾１８港）を
多く抱えていることに加え，合併に伴う格差是正のための道路整備などが大きな要因となっている。普通建設事業費の推移を見ると，決算額の対前年度比の減少
率では，類似団体平均を大幅に上回っており，歳出削減への取り組みについては結果を出している。今後とも，地方債の新規発行を伴う普通建設事業の見直し
や繰り延べを行うなど計画的な執行を図り，健全な財政運営に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,600,190 133,952 100,282 33.6
賃金（物件費） 104,321 8,733 6,413 36.2
一部事務組合負担金（補助費等） 203,471 17,033 17,446 ▲ 2.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,038 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 73,712 6,170 4,850 27.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 52,886 4,427 2,073 113.6
▲退職金 ▲ 218,750 ▲ 18,312 ▲ 11,507 59.1
合計 1,815,830 152,003 120,595 26.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.48 11.20 2.28
ラスパイレス指数 94.0 92.9 1.1
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,561,049 130,675 83,088 57.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 70,618 5,911 15,512 ▲ 61.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

68,867 5,765 6,573 ▲ 12.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

71,194 5,960 3,396 75.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,677 140 97 44.3

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,146,555 ▲ 95,978 ▲ 63,330 51.6

合計 626,850 52,474 45,336 15.7
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

2,874,103 231,409 - 98,270 - -

うち単独分 1,396,426 112,434 - 53,547 - -

1,878,903 155,281 ▲ 32.9 95,963 ▲ 2.3 ▲ 30.6

うち単独分 1,049,185 86,710 ▲ 22.9 51,372 ▲ 4.1 ▲ 18.8

2,191,932 183,487 18.2 76,581 ▲ 20.2 38.4

うち単独分 1,206,294 100,979 16.5 43,275 ▲ 15.8 32.3

過去５年間平均 2,314,979 190,059 ▲ 7.4 90,271 ▲ 11.3 3.9

うち単独分 1,217,302 100,041 ▲ 3.2 49,398 ▲ 10.0 6.8
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